
第５次生駒市総合計画 進行管理検証   111市民協働

1

1

1

①

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

設問①

件数 比率

27 4.6% 6.1% 6.1

102 17.4% 22.9% 17.2

222 37.8% 49.9% 24.9

65 11.1% 14.6% 3.7

29 4.9% 6.5% 0.0

136 23.2%

6 1.0%

587 100.0%

445 100.0% 51.9

２ 指標

№

担当課

№

担当課

市民
活動
推進
課

広報
広聴
課

そう思わない

無回答

わからない

①1 市民と市又は市民同士がそれぞれの役
割と責任を担いながら対等の立場で相
互に補完し協力する事業（協働型事業）
と市の施策、事業等の計画・実施・評価
やまちづくりの過程に市民が主体的に
関わる事業の数で、参画・協働によるま
ちづくりの度合いを示します。

①2

指標名

＜外的要因の有無：□有　□無＞
目標が未達成かつ前年度より悪化

している場合の理由

市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

まちづくりにおける市民の参画と協働

市民協働

得点評価

まちづくりの目標

総数

この指標について

どちらかというとそう思わない

全設問の平均

施策の大綱

市民と市、市民同士が、互いに対等な立場で相互に補完し合い、協働
によるまちづくりが進んでいる。

H28

実績値

H28

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

指標の動向

基本施策

４年後   市民と市、市民同士が、互いに対等な立場で相互に補完し合い、協働によるまちづくりが進んでいる。

有効回答数

指標名

どちらかというとそう思う

回答

そう思う

どちらとも言えない

ワークショップの実施実績

協働・参画型
事業数（件）

ワークショップ
の開催回数
（回）[累計]
【マニフェスト
102】

指標の把握方法（数値の出所）

指標の動向

4

51.9

203

目指す値

H28

193

計画当初値

指標の把握方法（数値の出所）

実績値

3

ワークショップを開催した回数。
地域の現状把握をはじめ、市民ニーズ
やアイデアを抽出し、計画案づくりに活
かします。

この指標について

＜外的要因の有無：□有　□無＞

H28

参画と協働のまちづくり事務事業
調査

目指す値
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３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

①1

件数 比率

12 2.2% 2.2%

62 11.3% 11.6%

179 32.7% 33.5%

187 34.2% 35.0%

95 17.4% 17.8%

12 2.2%

547 100.0%

535 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 市民活
動推進
課

①2 市民活
動推進
セン
ター

①3 広報広
聴課

①4 市民活
動推進
課

①5 総務課

有効回答数

参画と協働によるまちづくりを推進するた
め、庁内における職員の意識の高揚を図り
ます。

参画・協働の職員研修

回答

取り組んでいる

少し取り組んでいる

総数

十分取り組んでいる

16.7

8.7

8.7

2.2

36.4

進捗上の課題　（ある場合のみ）

得点評価

生駒市の市政・まちづくりに関心を持っている。

審議会等の公募市民登録
制度

平成29年４月に市民投票条例の施行を予
定していたことから、市民向けの手引書を
作成すべく検討を行い、「市民投票のしお
り」の作成を行った。

本市のまちづくりを進めていくための基本
的なルールを定めた生駒市自治基本条例
に基づき、参画と協働のまちづくりを一層
進めていきます。

あまり取り組んでいない

無回答

市民自治推進委員会の運
営

協働によるまちづくりの担い手を養成する
講座を実施します。

組織活力アップ事業 市内で公益活動を行う団体が、継続して
活動を続けていくために必要な組織マネ
ジメント力を高めることを目的にした講座を
開催した。
「イベント企画の秘訣」「ボランティア・NPO
のための活動資金調達のコツ！」「やって
はいけない！チラシの作り方講座(2日
間)」

・3年目職員に対し、参画と協働を原則の
一つにした自治基本条例の研修を実施。
・5級以下職員を対象に、参画と協働のま
ちづくりの研修を実施。
・ワークショップでの議論の進行の技法を
学ぶファシリテーション研修を自治会、
NPO関係者、市職員合同で実施。
・より意識を持ってもらうために、庁内の参
画と協働の事例調査を行っている。

ワークショップ等の実施
【マニフェスト 102】

■ワークショップ
・高齢者福祉施策に関するワークショップ
 「これからのまちづくり～高齢者が健康で
生きがいを持てるまちを目指して～」
平成28年7月30日、8月27日、9月17日、
10月１日
・図書館とまちづくりワークショップ
 「人と本、人と人をつなぐ図書館」
平成28年10月8日、10月22日、11月5日
・子どもがスマホの使い方を考える教育
ワークショップ
 「いこまスマホサミット2016」
平成28年12月18日

■ティーミーティング
高齢者福祉施策に関するティーミィング
平成28年7月26日

■タウンミーティング
「高齢者福祉施策に関するタウンミーティ
ング」
平成28年12月18日

行政の４年間の主な取組 具体的な事業 取組状況

0.0

無作為抽出した3,000人に対し、名簿への
登録依頼を行い、349人の方に登録いた
だいた。（登録期間H27年6月１2日から２
年間）
このうち、H28年度末までに延べ52人に就
任・参加いただいた。

全く取り組んでいない

ワークショップ等の手法を活用し、市政へ
の市民の理解と関心を高めるとともに、市
政に市民の意見を反映させます。

審議会委員の公募や市民政策提案制度な
どを実施し、政策形成過程における市民参
画の充実を図ります。
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①5 政策企
画推進
課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

全ての指標が目標値を
達成している

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがある程度実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

市民に対しては、「審議会等の公募市民無作為抽出型登録制度」や「市民政策提案制
度」などを実施するとともに、ワークショップや説明会等を開催し、参画の機会の設定を
行った。職員に対しても、研修を行うことで意識の向上は徐々に図られており、参画と協
働の事例数は年々増えてきている。ただし、より一層参画と協働の取組を進めるために
は、市民が、市政・地域活動・まちづくりなどに関心を持ってもらうような情報公開・提供を
行う必要があると考える。

市民の役割分担 36.4

行政の４年間の主な取組
概ね計画通り順調に進
捗している

B

各項目の進捗度

市民実感度 51.9

分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

指標

前年度 C

進捗度
（審議会）

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

行政で検証した進捗度
についての意見

制度の周知を図るため、市民を対象に説
明会を実施した結果、新たに1件の提案が
あった。また、どこでも講座を実施したこと
により、更なる周知を図ることができた。

市民政策提案制度
【マニフェスト 103】

審議会委員の公募や市民政策提案制度な
どを実施し、政策形成過程における市民参
画の充実を図ります。
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1

1

2

①

②

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

設問① 設問②

件数 比率 件数 比率

50 9.2% 10.9% 10.9 16 2.9% 3.6% 3.6

141 26.0% 30.9% 23.1 139 25.4% 31.2% 23.4

189 34.9% 41.4% 20.7 203 37.1% 45.5% 22.8

52 9.6% 11.4% 2.8 63 11.5% 14.1% 3.5

25 4.6% 5.5% 0.0 25 4.6% 5.6% 0.0

78 14.4% 92 16.8%

7 1.3% 9 1.6%

542 100.0% 547 100.0%

457 100.0% 57.6 446 100.0% 53.3

２ 指標

№

担当課

担当課

担当課

４年後   
市民が知りたい地域や市の情報を早く・簡単・正確に入手している。

市が発信している情報を市民等がより一層有効に活用している。

生駒市公式ツィッターアカウントのフォロ
ワー数。広範な情報発信、情報共有に努
め、平成25年度の倍増を目指します。

＜外的要因の有無：□有　□無＞

H29

目指す値

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

実績値

H29

まちづくりの目標

施策の大綱

市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

情報提供・情報公開

得点評価

総数

市が発信している情報を市民等がより一層有効に活用している。市民が知りたい地域や市の情報を早く・簡単・正確に入手している。

基本施策

784,168

まちづくりにおける市民の参画と協働

得点評価 回答回答

3,800

そう思う

指標の動向

無回答

有効回答数

どちらとも言えない

53.0

H28

実績値

そう思う

①2

どちらとも言えない

広報広
聴課

②

広報広
聴課

①1

＜外的要因の有無：□有　□無＞

総数

6,244

H28

ツィッターの
フォロワー数
（件）

生駒市公式ホームページのトップページ
への年間アクセス件数。
より多く、分かりやすい情報発信に努め、
平成30年度で平成24年度の1割程度の
増加を目指します。
補助指標あり（No.1）

そう思わない

55.4

ホームページ
へのアクセス
件数（件）

情報公開（地
域情報提供）
の満足度（点）

指標の把握方法（数値の出所）

そう思わない

無回答

トップページへのアクセスログ

総務課

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

わからない

指標名 この指標について

全設問の平均

どちらかというとそう思う

わからない

どちらかというとそう思わない

有効回答数

＜外的要因の有無：□有　■無＞
アクセス件数はトップページの件数をカウントしている。トップページの閲覧件数はページ全体の閲
覧件数の2割弱程度になっており、アクセス件数が伸びないのは検索エンジンなどを使い直接、目的
のページにアクセスする例が多いからである。

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

「市民満足度調査」における一般市民の
情報公開の満足度で、満足=100点、や
や満足=75点、普通=50点、やや不満=25
点、不満=0点として点数化。H27年度に
52点、H29年度には53点を目指します。

1,251,200

目指す値

市民満足度調査

市民満足度調査

51.8

指標の把握方法（数値の出所）

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

目指す値 実績値

H28 H28

指標の把握方法（数値の出所）

各アカウントのフォロワー数累計

1,110,903

1,200,300

1,221,000

1,251,200

1,280,000

1,280,000

1,074,237

1,075,503

1,083,740

1,160,072

968,657

976,016

784,168
700,000

800,000

900,000

1,000,000
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＜補助指標＞

№

担当課

３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

件数 比率

25 4.3% 4.3%

89 15.2% 15.3%

186 31.7% 32.0%

192 32.7% 33.0%

89 15.2% 15.3%

6 1.0%

587 100.0%

581 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 広報広聴
課

①2 広報広聴
課

①3 総務課

①3 情報政策
課

①4 広報広聴
課

①5 総務課

①6 総務課

総数

①３
広報紙などを通じて市政に関心を持ち、積極的に行事や市政に参加して
いる。

4.3

あまり取り組んでいない

全く取り組んでいない

回答

情報公開制度について分かりやすく啓発・
PRを行います。

有効回答数

取り組んでいる

40.1

0.0

無回答

少し取り組んでいる

11.5

十分取り組んでいる

得点評価

8.3

個人情報の重要性について、個人情報保
護法や個人情報保護条例等に基づき、研
修を実施。

広報いこまの制作・発行 毎月1日にお知らせ版、15日に本紙号の
広報「いこまち」を発行し、市民が親しみや
すく、分かりやすい広報紙つくりに努め
た。

セキュリティ確保のためのネットワークやシ
ステムの安全・安定稼働を図るとともに、セ
キュリティ対策の強化を行った。また、セ
キュリティレベルの向上のため、情報セ
キュリティセルフチェック、情報セキュリティ
研修を実施した。

情報セキュリティ対策

個人情報保護と情報セキュリティを徹底しま
す。

個人情報保護と情報セキュリティを徹底しま
す。

毎年１回、情報公開制度の運用状況の公
表のため、運用状況報告書を作成し、広
報紙や市ホームページで公表している。

個人情報保護制度の運用

公正性・透明性の高い行政運営を確保
し、情報公開制度の運営に資するため、
総合窓口を設けワンストップ化を図ってい
る。

情報公開制度の運用状況
の公表

すべての人が支障なく情報や機能を検索
し、利用できる、使いやすいホームページ
を作成します。

ホームページのリニューア
ル

すべての人が支障なく情報や機能を検
索・利用できる、使いやすいホームページ
を目指しリニューアル（H27年10月１日）を
行い、積極的な情報発信とスムーズな運
営管理に努めた。

アクセス件数はトップページの件数をカウント
している。トップページの閲覧件数はページ
全体の閲覧件数の2割弱程度になっており、
アクセス件数が伸びないのは検索エンジン
などを使い直接、目的のページにアクセスす
る例が多いからである。

セキュリティ確保のためのネットワークやシス
テムが複雑になってきている状況のなかで、
セキュリティ対策は利便性と相反するところが
あり、職員の負担が増大する場合がある。

市民が親しみやすく、分かりやすい広報紙
を作成します。定期的にアンケートを実施し
ながら、市民のニーズを把握し、広報紙に
反映します。

情報公開制度について、手続きの分かりや
すさ、簡素化を進めます。

情報公開制度の手続きの
簡素化

市広報紙「いこまち」の発行、市公式フェイ
スブック「まんてんいこま」、ツイッター「いこ
まタケ」、報道機関への記者会見やプレス
リリースなど多様な媒体を活用しながら、
積極的に地域や市政情報を発信、提供し
た。

行政の４年間の主な取組 具体的な事業 取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

H28

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：□有　□無＞

H28

実績値

16.0

広報活動の強化

5,095,000 5,684,797

指標の把握方法（数値の出所）

生駒市公式ホームページにアクセスし、
閲覧した総ページ数。
本市ホームページを閲覧する件数の拡
大を目指します。

市民が必要としている情報を的確に把握
し、多様な媒体を活用しながら、積極的に
地域や市政の情報を発信、提供します。

広報広
聴課 ホームページ全ページへのアクセ

スログ（Googleアナリティクスによる
解析）

補助指標名 この補助指標について 補助指標の動向

①1 ホームページ
の閲覧総ペー
ジ数（件）

目指す値

5,095,000
5,186,800

5,280,000

5,005,064

5,684,797

4,600,000

4,800,000

5,000,000

5,200,000

5,400,000

5,600,000

5,800,000

H27 H28 H29 H30
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①7 総務課

②1 広報広聴
課

②1 情報政策
課

②1 情報政策
課

②2 いこまの
魅力創造
課

②2 いこまの
魅力創造
課

②2 いこまの
魅力創造
課

②2 いこまの
魅力創造
課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

希望事業者がなかったためバスツアーは
実施していない。定住促進リーフレット「育
マチ、いこま」を通じて転入を促進した。

市民の役割分担 40.1

市民実感度

高度な専門知識を有する者により技術支
援・運用支援を受け、オープンデータ活用
方法やポータルサイト構築について協議
し、平成２９年２月末に、生駒市オープン
データポータルサイトを開設。

ツイッターを活用した情報
発信

積極的な情報公開 情報提供で可能な情報については、情報
公開制度によらずとも公開できるかの検討
を原課等に促している。

行政の４年間の主な取組
概ね計画通り順調に進
捗している

各項目の進捗度
分野の進捗度
（行政）

C

オープンデータの充実
【マニフェスト　82】

55.4

インターネットによる情報ツールを活用する
など、即時性のある広範な情報発信や市民
との情報共有に努めます。また、IＣTを活用
した市民の利便性向上に向けた取組を推
進します。

インターネットによる情報ツールを活用する
など、即時性のある広範な情報発信や市民
との情報共有に努めます。また、IＣTを活用
した市民の利便性向上に向けた取組を推
進します。

進　捗　度　の　理　由

シティプロモーションを推進します。 事業者との協働による移住
促進バスツアーの実施
【マニフェスト　56】

行政で検証した進捗度
についての意見

進捗度
（審議会）

C前年度

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

各所属からのお知らせや身近な情報をツ
イッターを活用し、発信した。

フォロワー数：6,244件

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがある程度実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

公正性・透明性の高い行政運営を確保す
るため、積極的な情報公開に努めます。

目標値に達していない指標があるが、ホームページのアクセス件数が伸びないのは、トップ
ページを通らず直接目的のページへアクセスすることが増えたことによるものである。
情報発信については、広報紙で分かりやすい特集を組み情報提供を行うことや、SNSなど
様々な媒体を活用しながら、地域や市政の情報を積極的に発信している。
また、ホームページについてはすべての人が支障なく情報を取得できるように運用し、市の
魅力を発信するPRサイトなどを活用し、市の魅力を市内外に発信するシティプロモーション
を推進するなど情報発信に努めている。
さらに、平成29年2月に市の保有する行政情報を誰でも活用できる形で公開するオープン
データポータルサイトを開設した。
以上により、分野全体としては、それぞれ設定した取組目標を概ね達成でき、市民が知りた
い情報を入手しやすい環境がある程度実現されていると判断した。

指標
目標値に達していない
指標が多い

高度な専門知識を有する者により技術支
援・運用支援を受けた。オープンデータ
ポータルサイト開設時には、操作研修も兼
ねてオープンデータについての研修を開
催。

平成28年11月に市長を本部長にした「生
駒市シティプロモーション推進本部」を設
置した。

住宅都市としての魅力を発信する1分間の
CMを作成し、H28.11.26～H29.2.24にな
んばパークスシネマで上映。（上映回数
5,171回、総顧客動員数249,349人）

シティプロモーションを推進します。 市ＰＲ動画の映画館ＣＭ放
映事業
【マニフェスト　58・85・100】

IＣT活用やアプリ開発にお
ける関係課支援
【マニフェスト　83・84】

シティプロモーション推進
プロジェクトチームの設置
【マニフェスト　58・85・100】

ＰＲサイトは情報を適宜更新し、ユニーク
ユーザー数が12462人と順調に推移。公
式フェイスブックもページいいねは3000を
超え、各投稿へのリーチ数も平均3000～
5000とコミュニケーションツールとして活用
できた。

ＰＲサイト、公式フェイス
ブックの運用
【マニフェスト　58・85・100】

インターネットによる情報ツールを活用する
など、即時性のある広範な情報発信や市民
との情報共有に努めます。また、IＣTを活用
した市民の利便性向上に向けた取組を推
進します。

シティプロモーションを推進します。

シティプロモーションを推進します。
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1

2

1

①

②

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

設問①
設問
②

件数 比率 件数 比率

31 5.3% 6.4% 6.4 35 6.5% 8.2% 8.2

114 19.4% 23.5% 17.6 122 22.5% 28.4% 21.3

240 40.9% 49.4% 24.7 208 38.4% 48.5% 24.2

67 11.4% 13.8% 3.4 45 8.3% 10.5% 2.6

34 5.8% 7.0% 0.0 19 3.5% 4.4% 0.0

96 16.4% 106 19.6%

5 0.9% 7 1.3%

587 100.0% 542 100.0%

486 100.0% 52.1 429 100.0% 56.4

２ 指標

№

担当課

担当課

得点評価

わからない

そう思わない

そう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

有効回答数

無回答無回答

そう思わない

そう思う

回答

どちらかというとそう思う

回答

どちらかというとそう思わない

②1

有効回答数

市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

地域の連帯感や助け合いの意識が高まるとともに、自発的な活動が進んでいる。

得点評価

全設問の平均 54.2

まちづくりの目標

施策の大綱

基本施策

地域活動・市民活動の活性化

地域の連帯感や助け合いの意識が高まるとともに、自発的な活動が進ん
でいる。

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

地域活動・市民活動

４年後   
様々な分野で市民活動団体の活動が広がり、連帯してまちづくりに取り組んでいる。

指標の動向指標名

自治会加入世
帯数（世帯）

様々な分野で市民活動団体の活動が広がり、連帯してまちづくりに取り
組んでいる。

どちらかというとそう思わない

総数

H28

実績値

この指標について

わからない

総数

市民活動推進
センターらら
ポート登録団
体数（団体）

市民活
動推進
セン
ター

①

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

市民
活動
推進
課

39,350

H28

H28

39,484

＜外的要因の有無：□有　■無＞
新規に13団体増加したが、高齢化等の理由により継続しなかった団体が5団体あったため。

85

実績値

市民活動推進センター登録団
体数

指標の把握方法（数値の出所）

目指す値

81

＜外的要因の有無：□有　□無＞

H28

自治会世帯数報告

指標の把握方法（数値の出所）

目指す値

自治会からの報告による加入世帯数。平
成30年度には39,650世帯を目指します。

市民活動推進センターららポートに登録
している市民公益活動を行う団体数。
同センターは市民公益活動の情報発信
施設であり、同センターの運営や市民活
動に対する啓発などの取組を通じて、公
益活動を行う登録団体の増加を目指しま
す。

39,200 39,350 39,500 

39,650 

37,870 

38,204 
38,332 

38,695 

38,909 
39,020 

39,381 39,484

 35,000

 37,000

 39,000

 41,000

 43,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
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75 80
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56 58
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担当課

３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

①１

件数 比率

54 10.0% 10.1%

133 24.5% 24.8%

184 33.9% 34.3%

110 20.3% 20.5%

55 10.1% 10.3%

6 1.1%

542 100.0%

536 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 市民活
動推進
課

①2 市民活
動推進
課

①3 市民活
動推進
課

①4 市民活
動推進
課

実績値

行政の４年間の主な取組

地域まちづくり活動支援事
業
【マニフェスト　101】

51.0

指標の把握方法（数値の出所）

無回答

十分取り組んでいる

総数

広報紙等による啓発を充実し、自治会未加
入者への加入促進を図ります。

自治会加入の促進 自治連合会と連携し、加入促進につながる
自治会の取り組み等を支援する。
自治会加入率（80.28％）、実質自治会加
入世帯数は、増加している。

H28 自治会加入世帯数
39,484世帯（前年比：103世帯増加）

地域コミュニティの活動拠点である地区集会
所の整備に対する支援を行います。

取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

H28

具体的な事業

＜外的要因の有無：□有　■無＞
登録団体数が平成27年度に比べ、2団体減少の25団体となったことと、継続して登録していた規
模の大きい2団体（届出数886人、601人）が、H28には登録しなかったことが、届出率の減少した
主な理由と考えられる。

市民自治協議会(1か所）、準備会（1か所）
に地域まちづくり活動支援事業補助金を交
付。
現在、プラットホームで活動されている所に
ついては、当該地域の課題やニーズなど
話し合いを進め、市民自治協議会の設立
に向けた活動を支援している。

地域コミュニティ活動の基盤組織である自治
会に対し、その活動に対する支援を行いま
す。

自治振興事業 本市との協働を推進し、住民の手による生
活環境の整備等住み良い地域社会づくり
に寄与している自治会に対し、自治振興補
助金を交付。
　均等割：1自治会150,000円
　世帯割：世帯数×1,000円

平成28年度実績　58,534,000円

市民自治協議会準備会については、構成団
体の充実や活動の幅を広げるなど、市民自
治協議会設立へ向けて助言や支援をしてい
く。その他については、地域の状況・意向を
踏まえながら支援をしていく。

自治会やボランティアやＮＰＯなど各主体の
活動の発展と連携を推進するため、概ね小
学校区単位のエリアを基本として、これらの
多様な主体で構成される市民自治協議会の
設立を促進するとともに、その活動を支援し
ます。

地区集会所補助事業 住民の自治会活動を奨励し、住民の生活
の安定に寄与するため、集会所の新築、
増築、改築、改修を行った自治会に対し、
地区集会所補助金を交付。

平成28年度実績42,446,018円

0.0

少し取り組んでいる

5.1

有効回答数

全く取り組んでいない

マイサポいこま
市民による選
択の届出率
（％）【マニフェ
スト103】

回答

10.1

5.38

H28

目指す値

マイサポいこま支援対象登録団
体選択等届出書届出枚数

②2

市民活
動推進
セン
ター

あまり取り組んでいない

隣近所とのつながりを大切にし、地域活動（自治会活動など）にも積極的
に参加している。

取り組んでいる

17.2

市民による選択の届出数を、6月1日現在
において本市の住民基本台帳に記録さ
れている18歳以上の人数で除したもの。

10.0

18.6

得点評価

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

9.00 9.50 10.00
10.50 10.50

7.01 6.71 
8.22 8.15 

6.23 
5.38 

0

5

10

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
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①4 市民活
動推進
課

①5 市民活
動推進
課

②1 市民活
動推進
セン
ター

②2 市民活
動推進
セン
ター

②3 市民活
動推進
セン
ター

②3 市民活
動推進
セン
ター

②4 市民活
動推進
セン
ター

②5 市民活
動推進
課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがある程度実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

行政で検証した進捗度
についての意見

マイサポいこま（生駒市民が
選択する市民活動団体支
援制度）
【マニフェスト　103】

地域担当職員制の検討、
運営費補助金の創設、拠
点施設の検討、整備
【マニフェスト　101】

進捗度
（審議会）

前年度

C

各項目の進捗度

自治会加入世帯数は徐々に増加傾向にある。
市民自治協議会については、今後のことを考え地域の自主性・主体性に主眼を置いて
いるが、徐々に地域での取り組みは進んでいると考える。
ららポート登録団体数は、年々増加している。マイサポいこま市民による選択について
は、一定の成果はみられるものの目標に達していない状況となっている。

市民実感度 54.2

進　捗　度　の　理　由

C

分野の進捗度
（行政）

市民の役割分担 51.0

行政の４年間の主な取組
概ね計画通り順調に進
捗している

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

マイサポ団体を募集し、決定した25団体が
実施する事業について補助を行った。
交付確定：2,638,993円
マイサポいこまの制度周知を目的としてベ
ルテラスいこまで啓発イベント「マイサポい
こま博覧会」を開催した。
マイサポ団体の事務作業の効率化を図る
ために、「マイサポ団体の為の会計実務講
座」を開催した。

指標
目標値に達していない
指標が多い

「市民活動推進センターららポート」を運営
し、ボランティアやＮＰＯ活動の情報発信を
支援します。

各種の講座などを通じてボランティアやリー
ダーの育成を図ります。

ボランティア活動に興味はあるが、「何から
始めていいのかわからない」「何ができるの
かわからない」などの段階から、具体的な
活動につなげるための啓発として「若者の
為の自立支援NPO講座」、　いこま寿大学
実務講習会として「ボランティア体験バスツ
アー」、ボランティア講座「ボランティアはじ
めてみよう！」を開催した。

市民が主体的に行う公益的なまちづくり活
動の支援を充実します。

市民公益活動啓発事業

登録団体への支援

いこまどんどこまつりなどのイベントを通じ
て、市民間の交流を促進します。

いこまどんどこまつり

市民活動推進センター登録制度を運用
し、市内で公益活動を行う団体の情報発信
を広報紙や市ホームページ、館内掲示等
により支援した。
登録団体数：81団体

商工会議所等と連携の下、生駒市体育協
会滝寺S.C.ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞと生駒駅前会場に分散
し、どんどこまつりを開催した。
開催に当たっては、県道を片側通行止め
を実施するなど、来場者の安全確保を図っ
た。
参加者数
健民グラウンド会場：約35,000人
生駒駅前会場：約20,000人

・地域担当職員、拠点施設については、団
体側の活動等状況を踏まえ、協議しながら検
討を進めていく。

市民自治協議会認定要件を定め、1団体を
市民自治協議会として認定した。

自治会やボランティアやＮＰＯなど各主体の
活動の発展と連携を推進するため、概ね小
学校区単位のエリアを基本として、これらの
多様な主体で構成される市民自治協議会の
設立を促進するとともに、その活動を支援し
ます。

相談事業

ママのプロボノ活動促進事
業

「市民活動推進センターららポート」でのコー
ディネート機能の強化を図ります。

市民が主体的に行う公益的なまちづくり活
動の支援を充実します。

市民、市民団体、事業者、行政等の協働
により行われている公共・公益イベントを
「イコマニア」イベントとして認定し、支援を
行った。
　認定イベント件数　　66件

イコマニア100
【マニフェスト　80】

市民と行政が連携し、イコマニア100をはじ
めとしたイベントの企画、実施を進めます。

個人で、ボランティア等ＮＰＯ活動をしたい
方々に対して、「個人ボランティア登録」制
度を運用。活動を希望する方へ、活動調整
を行った。
個人登録ボランティア：181人

育児休業中の女性や再就職を目指す女性
のプロボノ活動促進事業を行なうために開
催し、市内のNPO3団体、生駒の女性プロ
ボノワーカー15人が参加し、団体の課題解
決のための提案を行った。
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1

3

1

①

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

設問①

件数 比率

16 2.9% 3.7% 3.7

108 19.7% 25.2% 18.9

227 41.5% 52.9% 26.5

50 9.1% 11.7% 2.9

28 5.1% 6.5% 0.0

111 20.3%

7 1.3%

547 100.0%

429 100.0% 52.0

２ 指標

№

担当課

担当課

人権教育地区
別懇談会の開
催数［累計］
（回）

人権問題に関する講演会等に初めて参
加した参加者の延べ人数。
今後行う講演会、地区別懇談会時のアン
ケート調査で初めて参加した参加者数を
把握し、市民の人権問題に対する関心を
示す指標とします。

暮らしの中で人権が尊重できるまちづくり
を目指して、平成14年度から始まった各
自治会別に開催する人権教育地区別懇
談会の累計回数（延べ回数）。
地区別に実施していることから年度によっ
て開催数が増減するため、現状を基準と
して開催を重ねていき、人権意識の高揚
を図ります。
（自治会ごとの開催回数でカウント）

講演会等参加者アンケート

実績値

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

H28

目指す値

実績値

指標の動向

52.0

指標の把握方法（数値の出所）

人権施策課の事業実績

254

４年後   市民が人権について正しい知識や情報をもち、お互いに理解し、尊重し合える人間関係を構築できるように、人権意識が高まってい
る。

市民が人権について正しい知識や情報をもち、お互いに理解し、尊重し合
える人間関係を構築できるように、人権意識が高まっている。

そう思う

回答 得点評価

どちらかというとそう思う

H28

484160

H28

講演会等に初
めて参加した
参加者数の延
べ人数（人）

245

H28

目指す値

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

指標の把握方法（数値の出所）

人権
施策
課

＜外的要因の有無：□有　□無＞

市民が主役となってつくる、参画と協働のまちまちづくりの目標

施策の大綱

基本施策

人権の尊重

人権

有効回答数

無回答

そう思わない

どちらとも言えない

①2

総数

全設問の平均

わからない

どちらかというとそう思わない

①1

指標名

＜外的要因の有無：□有　■無＞
例年、年度初めに関係自治会へ周知はしているが、自主的開催としていることから年度によりばら
つきがある。

人権
施策
課

この指標について

222
238

254
272

301

125
155

174
195 207

218
236 245
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３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

①１

件数 比率

25 4.6% 4.7%

86 15.7% 16.3%

177 32.4% 33.5%

165 30.2% 31.2%

76 13.9% 14.4%

18 3.3%

547 100.0%

529 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 人権施
策課

①2 人権施
策課

①3 人事課

①4 人権施
策課

①4 人権施
策課

①5 人権施
策課

①5 人権施
策課

①6 人権施
策課

①6 人権施
策課

①6 教育指
導課

①7 人権施
策課

12.2取り組んでいる

行政の４年間の主な取組

4.7

進捗上の課題　（ある場合のみ）

人権相談に対する適切な対応や指導、支
援を行います。

人権相談事業 人権擁護委員と連携し、相談事業を実施
した。
開催回数：12回

十分取り組んでいる

あまり取り組んでいない

16.7

0.0

無回答

毎日11日は「人権を確かめあう日」と、H1
年4月に奈良県市町村人権・同和問題啓
発活動推進本部連絡協議会が提唱して
はじまった活動。その日を捉えて身近な
問題として人権について考える機会として
周知した。

小学校学童保育所、中学校PTA等が実
施する人権研修会に人権教育指導員を
講師として派遣し、人権教育・啓発を推
進した。

派遣回数：6回

差別をなくす市民集会を開催した。
参加者：635人

全く取り組んでいない

取組状況

市民集会の開催

市民が人権について正しい知識や情報を
持つように広報、周知活動を実施します。

市民や地域向けの地区別懇談会や、事業
者が実施する職場の人権研修会に講師を
派遣し、人権についての教育・啓発を推進
します。

市民や地域向けの地区別懇談会や、事業
者が実施する職場の人権研修会に講師を
派遣し、人権についての教育・啓発を推進
します。

地区別懇談会の開催

7.8

「人権を確かめあう日」の広
報

インターネット人権セーフ
ティネット事業

具体的な事業

市ホームページにインターネットのルール
やマナーについて掲載するとともに、市内
学校で研修会を開催した。
研修：小学校6校、中学校1校
参加者：111人

職員人権問題研修の開催 職員人権問題研修等の実施
人権教育講座「山びこ」（全5回）：11人
管理職人権問題研修：96人

各自治会別に人権教育地区別懇談会を
開催した。
開催数累計目標　　254回
実績　　　9回　　　177人参加
開催数累計　　　　　245回

指導者育成のため、人権教育講座｢山び
こ｣を開催した。
開催回数：7回
第1回から第5回までの受講者数：452人
残り2回はじんけんひろば講演会・研究大
会を開催した(自由参加)。

人権教育講座「山びこ」の
開催

補助金を交付し、安定した会の運営を支
援した。
人権教育推進協議会：967,100円

人権教育研修講師派遣事
業

回答 得点評価

職員研修等により、職務執行における人権
意識の高揚を図ります。

人権尊重の精神に対する理解を深めている。

41.4

少し取り組んでいる

有効回答数

総数

人権教育の推進学校教育や社会教育などでの人権教育の
推進を図ります。

多様な人権問題に対応するため、市民や
各種団体等と連携するとともに、これまで取
り組んできた成果や課題を踏まえ、多様な
機会や媒体を通じて教育・啓発を進めま
す。

多様な人権問題に対応するため、市民や
各種団体等と連携するとともに、これまで取
り組んできた成果や課題を踏まえ、多様な
機会や媒体を通じて教育・啓発を進めま
す。

多様な人権問題に対応するため、市民や
各種団体等と連携するとともに、これまで取
り組んできた成果や課題を踏まえ、多様な
機会や媒体を通じて教育・啓発を進めま
す。

生駒市人権教育推進協議
会、生駒市人権教育研究
会への支援

生駒市人権教育推進協議
会、生駒市人権教育研究
会への支援

人権教育研修会開催に係る講師謝礼：2
校
人権教育指導員講師派遣：8回
人権教育啓発ビデオの貸出：58本

学校における人権教育を推進するととも
に、研究大会への参加を奨励している。

 市民が主体的に参加できる人権について
の講座・研修会・催しの充実により、意識の
高揚を図ります。

 市民が主体的に参加できる人権について
の講座・研修会・催しの充実により、意識の
高揚を図ります。
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①7 教育指
導課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

各項目の進捗度 進　捗　度　の　理　由

市民実感度

B

41.4

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

進捗度
（審議会）

行政で検証した進捗度
についての意見

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがある程度実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

前年度

行政の４年間の主な取組

52.0

一部目標値に達していな
い指標がある

分野の進捗度
（行政）

B

概ね計画通り順調に進
捗している

指標①1･①2とも概ね目標値を達成している。
市民の実感度において50点を上回っていることから、ある程度人権意識の高揚は図れて
いる。
なお、市民の役割分担については、40点を上回っている結果となっていることから、今後
も引き続き、市民の人権意識の高揚を目指していく必要がある。
行政の４年間の主な取組については、各事業ごとに設定した目標を概ね達成している。
上記の理由から４年後のまちが概ね実現されていると判断した。

指標

市民の役割分担

人権教育指導用資料や道徳資料等を活
用し、人権について考える授業を実施。

人権教育の推進学校教育や社会教育などでの人権教育の
推進を図ります。
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1

3

2

①

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

①１

件数 比率

33 5.6% 7.1% 7.1

116 19.8% 24.9% 18.7

244 41.6% 52.4% 26.2

48 8.2% 10.3% 2.6

25 4.3% 5.4% 0.0

116 19.8%

5 0.9%

587 100.0%

466 100.0% 54.5

２ 指標

№

担当課

担当課

担当課

＜外的要因の有無：□有　□無＞

①3 市役所の女性
管理職の割合
(%)【マニフェス
ト　106】

市役所の管理職総数に対する女性管理職の割
合。平成30年度当初に30％を目指します。

目指す値

わからない

指標名 この指標について

H28

総数

27.7

指標の把握方法（数値の出所）

人事
課

職員人事台帳
（新年度4月1日現在）
46人（女性）/166人（全管理
職）

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

17

＜外的要因の有無：□有　■無＞
平成28年度から運用期間が短期で設立された附属機関等で、構成員の男女比率が極端に男性
に偏っている団体が複数存在したため。

30.9

市町村男女共同参画・女性行
政推進状況調査票

男女
共同
参画プ
ラザ

どちらかというとそう思わない

４年後   

回答

そう思わない

男女がお互いに相手を思いやり、尊重し、自分らしい生き方ができるように取り組
んでいる。

実績値

18

目指す値

H28

①2

実績値

H29

H28

男女
共同
参画プ
ラザ

市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

人権の尊重

全設問の平均

無回答

有効回答数

H29

28.0

まちづくりの目標

得点評価

施策の大綱

基本施策

そう思う

どちらとも言えない

男女共同参画

男女がお互いに相手を思いやり、尊重し、自分らしい生き方ができるように取り組んでいる。

どちらかというとそう思う

指標の把握方法（数値の出所）

男女共同参画プラザにおける
事業実績

＜外的要因の有無：□有　□無＞

市の附属機関等の委員総数に対する女性委員
の割合。生駒市男女共同参画行動計画に基づ
く目標値（平成26年度40％）を踏まえ、審議会
等への女性委員の参加を促進します。

指標の把握方法（数値の出所）

54.5

①1

指標の動向

実績値

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

33.7

男女共同参画
啓発講座等の
開催数（件）

1年間に市が主催する男女共同参画の講座等
の開催数。
自分の生き方や日常生活の中で、いかに思い
込んでいることが多くあるかに気づき、男女共
同参画の大切さを知ってもらうため、啓発の機
会を増やします。

市の附属機関
等の女性委員
の割合(%)

H28

目指す値

15 16 17 18 19

6
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３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

①１

件数 比率

100 17.0% 17.3%

175 29.8% 30.2%

166 28.3% 28.7%

91 15.5% 15.7%

47 8.0% 8.1%

8 1.4%

587 100.0%

579 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 男女共
同参画
プラザ

①1 男女共
同参画
プラザ

①2 男女共
同参画
プラザ

①3 男女共
同参画
プラザ

①4 男女共
同参画
プラザ

①5 男女共
同参画
プラザ

あまり取り組んでいない

十分取り組んでいる

全く取り組んでいない

22.7取り組んでいる

17.3

少し取り組んでいる

得点評価回答

「男は仕事、女は家庭」という固定的な性別役割分担意識に基づく慣習、慣行、社
会制度にとらわれない様にしている。

0.0

総数

無回答

市民、事業所等対象者が参加しやすく、男
女共同参画の意識の啓発につながるような、
講演・講座を開催します。

各種講座の開催 男女共同参画社会の実現に向けて、女
性の社会的地位の向上と社会参画意識
の高揚のため、各種講座を実施した。
また、対象者の参加しやすい講座開催と
するため、一部の講座では土曜日開催に
するとともに、託児サービスを行った。
講座・出前講座等　18回

男女共同参画プラザを拠点とし、DV（ドメス
ティック・バイオレンス）やセクシャル・ハラスメ
ント等を許さない意識啓発を推進するととも
に、女性やＤＶ被害者等への相談・支援体
制を充実します。

女性のための相談事業 3人の相談員を配置して、火曜日～土曜
日まで電話や来館の市民の相談に対応
するとともに、女性弁護士による女性のた
めの無料法律相談を毎月1回開催した。

「家庭」「職場」「学校」「地域」をはじめ、あら
ゆる分野への男女共同参画の促進がされる
ように啓発活動を推進します。

男女共同参画推進のため、講座を希望
する市内の教育機関・事業者・団体等へ
講師を派遣し、DV防止や女性のエンパ
ワーメントなどをテーマに、身近な男女共
同参画についての理解を深める講座を3
講座実施した。

学校や地域等で、それぞれが自分の能力や
個性を輝かせ、「自分らしく」生きることができ
る社会をめざし、出前講座を実施します。

出前講座の実施

情報の収集・提供

DV被害と児童虐待が合わさっているな
ど、男女共同参画プラザだけで対応する
ことができない案件も多く、県関係施設
や子どもサポートセンター、生駒警察署
等との連絡を密にし、ひとつのケースを
チームとして案件にあたる体制づくりが必
要とされている。

ワーク・ライフ・バランスの推進やDV防
止、職場における男女共同参画などを
テーマに、男女共同参画を進めるうえで、
市職員・教職員として必要な知識や課題
を学ぶ研修等を実施した。
市職員研修（管理職研修1回・職員部会4
回）・教職員研修（保育士、幼稚園・小学
校・中学校教諭）1回
また、ワーク・ライフ・バランスを積極的に
進めるため、奈良県初で、産官学合同の
イクボス宣言式を開催し、市役所をはじめ
とする46事業所・団体が宣言を行った。

ViVid You&Iの発行

58.2

具体的な事業 取組状況行政の４年間の主な取組

広報紙や情報誌、ホームページ等、多様な
媒体を通じて啓発活動を実施します。

14.3

広報紙や情報誌、ホームページ等、多様な
媒体を通じて啓発活動を実施します。

広く情報を伝える使命を帯びた情報誌の
発行だが、読者の拡大を図るための工夫
が必要であると思われる。

課題別職員研修等の実施

市民全体に届く情報ツールが広報紙や
自治会回覧しか見当たらない。

3.9

男女共同参画施策に関する情報提供と
啓発を目的に、情報誌「Vivid You&I」を
年2回発行し、市内各公共施設等に配付
した。また、市ホームページでも情報提供
を実施した。
男女共同参画週間期間には、広報紙、パ
ネル展示、関連図書展示により啓発を実
施した。
男女共同参画プラザの一角には交流ス
ペースを設けるとともに、男女共同参画関
連図書や種々の刊行物を揃えて情報提
供を図っている。

国・県・他市・関係機関が発信する情報
を、先方から届くメールや発行図書、ホー
ムページの検索でタイムリーに収集すると
ともに、市民に必要な情報は、ホーム
ページで随時提供を行った。

進捗上の課題　（ある場合のみ）

有効回答数
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①6 人事課

①6 人事課

①6 人事課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

ワークライフバランス等男女がともに働きやす
い職場のあり方を検討し、市役所の女性管
理職員の割合を平成30年度当初に30％を
目指すため、市役所内に女性職員躍進行動
計画策定委員会と女性躍進プロジェクトチー
ムを編成し、女性職員躍進行動計画を策定
し、計画を実行します。

女性職員躍進行動計画の策定
【マニフェスト　106】

女性躍進プロジェクトチームの編
成
【マニフェスト　106】

ワークライフバランス等男女がともに働きやす
い職場のあり方を検討し、市役所の女性管
理職員の割合を平成30年度当初に30％を
目指すため、市役所内に女性職員躍進行動
計画策定委員会と女性躍進プロジェクトチー
ムを編成し、女性職員躍進行動計画を策定
し、計画を実行します。

分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

平成26年度に男女が共に働きやすい職
場づくりに努め、女性職員が市の政策・方
針決定過程に積極的に参画し、多様な意
思が公平・公正に反映されるための施策
実現のため「Jump Up 女性会」を設置し、
提言書を策定した。
また、その提言書を受け、H27年度には
仕事と家庭の「両立支援」や職員一人一
人が個性と能力を発揮できる「活躍支援」
をさらに進めるための「次世代育成支援
対策推進法」及び「女性活躍推進法」に
基づく特定事業主行動計画を一体的に
策定するため、特定事業主行動計画策定
委員会を立ち上げ、平成28年3月に「生
駒市特定事業主行動計画」として女性の
活躍推進も含めた行動計画を策定した。
その行動計画に基づき、平成28年度は市
役所の職場環境改善やワークライフバラ
ンスの啓発・実践に取り組んだ。具体的に
は、職員の子どもが親の職場を参観（見
学）する「子ども参観日」の開催、市内の
産官学合同イクボス宣言の実施のほか、
男女共同参画をテーマとした管理職研修
を行った。また、子育て職員への支援と管
理職の意識向上を目的に「仕事と子育て
両立支援ハンドブック」を作成したほか、
育児休業等している職員への情報提供
や情報共有が可能となる情報交流サイト
を開設した。

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

前年度 C

市民実感度 54.5

行政で検証した進捗度
についての意見

概ね計画通り順調に進捗し
ている

58.2

進捗度
（審議会）

行政の４年間の主な取組

各項目の進捗度

ワークライフバランス等男女がともに働きやす
い職場のあり方を検討し、市役所の女性管
理職員の割合を平成30年度当初に30％を
目指すため、市役所内に女性職員躍進行動
計画策定委員会と女性躍進プロジェクトチー
ムを編成し、女性職員躍進行動計画を策定
し、計画を実行します。

目標値に達していない指標
が多い

市民の役割分担

女性職員躍進行動計画策定委
員会の編成
【マニフェスト　106】

C

男女共同参画を推進するための啓発講座を開催するなど啓発に努めたが、市の附属
機関等の女性委員の割合については、長期的には増加傾向にあるものの、設置期間
限定の附属機関に於いて、男性の比率が著しく高い複数の団体の実績が加わったこと
で、男女の構成比率に大きく影響してしまうなどの外的要因によって指標の目標値がク
リアできなかったものと考える。
市役所の女性管理職の割合については、平成26年度に市役所内に「Jump Up 女性
会」を設置、平成27年度には次世代育成支援と併せて「特定事業主行動計画策定委
員会」を立ち上げ、平成28年3月に「特定事業主行動計画」を策定し、今後、本行動計
画にある次世代育成及び女性の活躍推進の施策を進めていく段階にあり、計画的に
取り組んでいるところであるが、組織体制の変更等の外的要因が影響し、平成29年4月
の指標の目標達成とはならなかった。
以上のことから、4年後のまちがある程度実現されていると判断し、進捗度Ｃとした。

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがある程度実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

指標
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1

3

3

①

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

設問①

件数 比率

25 4.6% 6.2% 6.2

74 13.7% 18.3% 13.7

214 39.5% 52.8% 26.4

64 11.8% 15.8% 4.0

28 5.2% 6.9% 0.0

130 24.0%

7 1.3%

542 100.0%

405 100.0% 50.2

２ 指標

№

担当課

担当課

有効回答数

無回答

そう思わない

人権
施策
課

①1

市民一人ひとりが、地域社会の中で互いの多様性を認め合い、市民の主
体的な国際交流・相互理解ができる環境の整備が進んでいる。

どちらとも言えない

そう思う

どちらかというとそう思わない

わからない

総数

①2

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

目指す値

H28

指標名 この指標について 指標の動向

実績値

目指す値

H28

人権
施策
課

24

実績値

まちづくりの目標 市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

施策の大綱 人権の尊重

基本施策 多文化共生

＜外的要因の有無：□有　□無＞

5,587

25

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

回答

どちらかというとそう思う

得点評価

４年後   市民一人ひとりが、地域社会の中で互いの多様性を認め合い、市民の主体的な国際交流・相互理解ができる環境の整備が進んで
いる。

＜外的要因の有無：□有　□無＞

国際化ボラン
ティアの延べ
登録者数（人）

市民と外国人が交流を深め、理解し合う
ことで、「多文化共生」社会づくりを推進
することを目的に、「国際化ボランティア」
の登録者の延べ人数が増加することを目
指します。

指標の把握方法（数値の出所）

人権施策課の事業実績

H28 H28

全設問の平均 50.2

指標の把握方法（数値の出所）

人権施策課の事業実績

日本語教室の
学習者の延べ
学習者数（人）

年度ごとの学習者の累計。
外国籍市民に日本語教室を提供し、外
国人市民が快適な日常生活を過ごすこと
ができるように支援することを通じて、市
民の国際感覚を養成します。

6,515

4,121 
4,854 

5,587 
6,324 

7004

866 

1,594 

2,124 
2,655 

3,395 
4,272 

5,287 

6,515 

0
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4,000

6,000

8,000
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17 
21 

25 

30 
35 

15 
19 22 

24 

0

10

20

30

40

50

H25 H26 H27 H28 H29 H30



第５次生駒市総合計画 進行管理検証   133多文化共生

３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

①１

件数 比率

27 5.0% 5.1%

70 12.9% 13.2%

89 16.4% 16.8%

181 33.4% 34.2%

162 29.9% 30.6%

13 2.4%

542 100.0%

529 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 人権施
策課

①2 生涯学
習課

①3 教育指
導課

①4 人権施
策課

①5 人権施
策課

①5 広報広
聴課

①6 人権施
策課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがある程度実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

指標
一部目標値に達してい
ない指標がある

市民の役割分担 32.0

行政の４年間の主な取組
概ね計画通り順調に進
捗している

各項目の進捗度

市民実感度 50.2

ホームページの外国語翻
訳

外国人住民教育推進懇話会等の意見を
踏まえ、日本語教室等の多文化共生事業
の推進を図ります。

分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

C

市民の実感度は50.2点と、ある程度人権意識の高揚は図れている。
また、市民の役割分担は、32点と低い数値となっていることから、今後も引き続き、イベン
ト等の啓発を通して市民の人権意識を高めていくことが重要である。
行政の4年間の取組については、各事業ごとに設定した目標水準を概ね達成した。
今後も多文化に対する理解を深め、人権尊重の意識向上のため、事業展開に努めてい
きたい。

市民向けの文書の多言語表記を推進しま
す。

市民向けの文書の多言語
表記の推進

健康課事業の案内　2件、妊娠届出書　1
件

日本語教室の開催 日本語教室の延べ学習者数：6,515人

国際化ボランティア事業 国際化ボランティアの延べ登録者数：24
人

異文化に対する理解を深め、尊重する意識を高めている。

十分取り組んでいる

学校教育、社会教育における多文化共生
教育を推進します。

多文化共生教育 学校の道徳、総合的な学習の時間、外国
語活動の時間等において各教科と関連し
た学習を進めた。

取り組んでいる 9.9

回答

5.1

得点評価

全く取り組んでいない 0.0

無回答

少し取り組んでいる

8.6

青少年が多文化を理解できるような事業等
を開催します。

国際交流事業 国際交流事業(国際交流のつどい　わい
わいワールド)
参加国数：８ケ国
参加人数：244人

あまり取り組んでいない

案内版の多言語表記 案内版の多言語表記は特に実施するも
のがなかった。

行政の４年間の主な取組 具体的な事業 取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

外国人住民の多様な文化・伝統に対する
理解の推進を図ります。

有効回答数

8.4

32.0

総数

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

進捗度
（審議会）

行政で検証した進捗度
についての意見

日本語が不自由な外国人住民の生活支
援や国際交流活動を担うため、支援できる
環境づくりを推進します。

Ｃ

自動翻訳システムを利用することにより、
日本語版と同様の内容をリアルタイムで
表示している。
対応外国語数：103ケ国語

日本語が不自由な外国人住民の生活支
援や国際交流活動を担うため、支援できる
環境づくりを推進します。

前年度
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1

4

1

①

②

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

設問① 設問②

件数 比率 件数 比率

17 3.1% 3.8% 3.8 21 3.6% 5.3% 5.3

99 18.1% 22.0% 16.5 88 15.0% 22.3% 16.7

250 45.7% 55.6% 27.8 216 36.8% 54.7% 27.3

49 9.0% 10.9% 2.7 43 7.3% 10.9% 2.7

35 6.4% 7.8% 0.0 27 4.6% 6.8% 0.0

89 16.3% 185 31.5%

8 1.5% 7 1.2%

547 100.0% 587 100.0%

450 100.0% 50.8 395 100.0% 52.1

２ 指標

№

担当課

担当課

市民満足度調査

51.4

総合的な住み
やすさの満足
度（％）

総合計画の進
行管理のため
に設定した「指
標」
の達成割合
（％）

「市民満足度調査」における市民の総合
的な住みやすさの満足度で、「非常に満
足」「満足」「やや満足」と回答した人の
割合。前期基本計画での目標値（平成
30年度）を65％に設定していたことに鑑
み、平成29年度の割合が63.8％へ増加
することを目指します。

各年度の目指す値を達成した指標数／
全ての指標数。各年度の目指す値を達
成した割合が、毎年度75％以上を維持
することを目指します。

指標の把握方法（数値の出所）

平成28年度進行管理検証シート
（130指標中79指標達成）

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

H28

総数

わからない

無回答

60.8

目指す値

H29

どちらかというとそう思わない

どちらかというとそう思う

そう思わない そう思わない

②

政策
企画
推進
課

75

無回答

有効回答数

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

全設問の平均

有効回答数

市民が主役となってつくる、参画と協働のまちまちづくりの目標

得点評価

施策の大綱

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

どちらとも言えない

そう思う そう思う

どちらとも言えない

基本施策

健全で効率的な行財政運営の推進

行政経営

①

政策
企画
推進
課

実績値

わからない

総数

得点評価

65.0

実績値

H28

＜外的要因の有無：□有　□無＞

63.8

H29

指標の把握方法（数値の出所）

＜外的要因の有無：□有　■無＞
住宅環境、道路、地域美化・環境衛生、健康づくり、バリアフリー、交通安全でいずれも目標を達
成できなかったことが要因。

指標名

目指す値

この指標について 指標の動向

４年後   
市民ニーズに基づく行政運営が行われ、市政に対する市民の満足度が高まっている。

総合計画の進行管理が適切に行われ、計画の目標が達成されている。

市民のニーズに基づく行政運営が行われ、市政に対する市民の満足度
が高まっている。

総合計画の進行管理が適切に行われ、計画の目標が達成されている。

回答回答

62.6 

63.8 

56.0 
60.8 61.9 

65.0 

40
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３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

①1

件数 比率

20 3.7% 3.8%

44 8.0% 8.3%

117 21.4% 22.0%

165 30.2% 31.1%

185 33.8% 34.8%

16 2.9%

547 100.0%

531 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 広報広
聴課

①2 政策企
画推進
課

①3 総務課

①4 契約検
査課

②1 政策企
画推進
課

②2 政策企
画推進
課

②3 政策企
画推進
課

②4 政策企
画推進
課

②5 政策企
画推進
課

総合計画進行管理手法の
改善

各担当課に取組状況を照会する時期を前
倒しにすることにより、前年度は部会の直
前で提示していた進行管理検証シートを
全体会開催時に資料として提示することが
できた。

次期総合計画の基本構想をはじめとした
体系について、内部で協議を行い検討し
た。

各所属における分野別計画の進行管理の
定着を図ります。

総合計画の進捗状況についての情報提供
を行います。

予算反映の仕組み構築 後期基本計画に掲げる取組の実施に向け
て、新規・主要事業ヒアリング調書により各
課が提案した事業について理事者ヒアリン
グを行い、市長マニフェストをはじめとする
新規事業等について、H29の予算編成に
反映させた。

環境モデル都市アクションプラン、男女共
同参画実施計画、行政改革大綱後期行動
計画、まち・ひと・しごと創生総合戦略にお
いて進行管理を実施した。

総合計画の進行管理を適切に実施し、指
標の目標値を達成できるよう予算制度と連
動させます。

各所属において主体的にＰＤＣＡサイクル
マネジメントが運用しやすく、一層定着する
ように、総合計画の進行管理手法を発展さ
せます。

総合計画と自治基本条例、総合計画と分
野別計画の関係を整理し、計画体系を検
討します。

新総合計画策定事業

行政改革推進委員会において、「行政改
革大綱　後期行動計画」のH28年3月末時
点の取組状況の確認を行った結果、全21
項目のうち、「高い成果が得られた」、「予
定どおりの成果が得られた」を合わせると
約53％であるが、「一定の成果が得られ
た」Ｃ評価を含めると約81％となっており、
大半の項目において計画的に取組が進め
られている。

生駒市総合計画審議会による検証をH28
年9月に終え、その結果を市ホームページ
上で公表するとともに、市議会へも検証結
果報告書を配布した。

総合計画進行管理検証結
果の公表

「不正行為の防止」・「競争性の確保」・「適
正な品質の確保」を基本に、市内事業者の
活性化にも配慮した適正な公共調達がなさ
れるよう、入札・契約・検査制度の改革を推
進します。

入札・契約・検査制度の見
直し
【マニフェスト　93】

入札制度の見直し、競争性の確保を前提
に、H28年度から3業種において地域要件
の変更、市内土木工事及び建築一式工事
における発注標準の変更を行った。H29年
度には最低制限価格及び低入札調査基
準価格算定式の改定を行う。

取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

市民や利用者のニーズに即した行政サー
ビスを提供するため、定期的に満足度調査
を実施します。

市民満足度調査 H27に市民満足度調査を行ったので、H28
では実施していない。
H29年5月の実施を目指し、調査票の作成
及び業者選定の準備を行った。

分野別計画の進行管理の
促進

事務事業の必要性や成果などを明確にし、
民間委託も考慮しながら、恒常的に整理・
合理化を図るとともに、行政改革大綱に基
づいた行政改革を推進します。

行政改革大綱後期行動計
画の推進

総数

行政の４年間の主な取組 具体的な事業

有効回答数 28.8

市のアンケートやパブリックコメントで意見・要望を述べている。

3.8十分取り組んでいる

少し取り組んでいる

6.2

得点評価

無回答

全く取り組んでいない

7.8

0.0

取り組んでいる

11.0

市ホームページの問い合わせメールやアン
ケートなど、市民、地域活動団体、事業者
等が意見を述べられる恒常的な広聴制度
の整備と周知を図ります。

広聴制度の周知 ■以下の方法により、市民等が意見を述
べる機会を用意した。
・市ホームページからのお問い合せメール
・市内35か所に「ききみみポスト」を設置
・窓口での要望書等の受付

あまり取り組んでいない

回答
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②6 人事課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

各部長の組織運営に関するマネジメント意
識の向上を図るため、部としての組織目標
をそれぞれ設定するとともに、その成果を
評価し、市民に公表します。

「部の主要施策」制度の管
理運用

平成27年度の達成状況及び平成28年度
の設定目標を公表した。

各項目の進捗度
分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

市民実感度 51.4

C

市民実感度については設問①、②ともに市民実感度が向上しているものの、「どちらとも
言えない」、「わからない」が半数以上を占めており、依然として行政運営や総合計画へ
の関心の低さが表れている。しかしながら、H27.12月に策定した「生駒市まち・ひと・しごと
創生総合戦略」に基づく各事業の取り組みを進めているところであり、昨年度進捗状況を
検証した結果、徐々に効果が出始めている。
総合計画の進行管理のために設定した指標の達成割合は全体で60.8％となっており、適
切な進行管理の効果がまだ十分に表れていないところではあるが、各分野での行政の取
組状況や、H29市民満足度調査での「総合的な住みやすさの満足度」の平均が4.9点（7
点満点）とH27調査より0.1点微増していることを踏まえると、概ね計画通り順調に進捗して
いると分析する。
以上の理由から、4年後のまちがある程度実現されていると判断した。

指標
一部目標値に達してい
ない指標がある

28.8

概ね計画通り順調に進
捗している

市民の役割分担

前年度

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがある程度実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

行政の４年間の主な取組

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

進捗度
（審議会）

行政で検証した進捗度
についての意見

C
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1

4

2

①

②

③

１ 市民実感度 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

設問① 設問②

件数 比率 件数 比率

40 7.4% 8.6% 8.6 25 4.6% 5.6% 5.6

145 26.8% 31.0% 23.3 147 26.9% 32.7% 24.5

197 36.3% 42.2% 21.1 195 35.6% 43.3% 21.7

54 10.0% 11.6% 2.9 54 9.9% 12.0% 3.0

31 5.7% 6.6% 0.0 29 5.3% 6.4% 0.0

67 12.4% 83 15.2%

8 1.5% 14 2.6%

542 100.0% 547 100.0%

467 100.0% 55.8 450 100.0% 54.7

設問③

件数 比率

35 6.0% 7.8% 7.8

145 24.7% 32.4% 24.3

188 32.0% 42.0% 21.0

52 8.9% 11.6% 2.9

28 4.8% 6.3% 0.0

131 22.3%

8 1.4%

587 100.0%

448 100.0% 56.0

２ 指標

№

担当課

まちづくりの目標 市民が主役となってつくる、参画と協働のまち

施策の大綱 健全で効率的な行財政運営の推進

基本施策 行政サービス

４年後   

サービスの向上がより一層図られ、親切、丁寧で質が高く、市民の目線に立ったサービスが提供されている。

質の高い公共施設の管理運営が、安定的に行われている。

市民の情報通信技術を活用した行政サービスの利用が広がっている。

サービスの向上がより一層図られ、親切、丁寧で質が高く、市民の目線に
立ったサービスが提供されている。

質の高い公共施設の管理運営が、安定的に行われている。

回答 得点評価 回答 得点評価

そう思う そう思う

どちらかというとそう思う どちらかというとそう思う

どちらとも言えない どちらとも言えない

どちらかというとそう思わない どちらかというとそう思わない

そう思わない そう思わない

わからない わからない

無回答 無回答

総数 総数

有効回答数 有効回答数

市民の情報通信技術を活用した行政サービスの利用が広がっている。

回答 得点評価

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらとも言えない

どちらかというとそう思わない

そう思わない

わからない

無回答

総数

有効回答数

全設問の平均 55.5

指標名 この指標について 指標の動向

① コンビニ交付
等での（％）利
用率

市民課が取り扱う窓口業務に対する住民
基本台帳カードを利用したコンビニ交付
等での交付の利用割合。市民にとって利
便性が高いことを示し、利用率の向上を目
指します。

目指す値 実績値

H28 H28

24 21

指標の把握方法（数値の出所）

市民課

「年度別証明発行件数」より

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：□有　■無＞コンビニ交付の件数は増えその伸び率は指標の伸び率を上
回ったが、住基カード専用の「まどうけ端末」廃止もあり、コンビニ交付等全体の件数が微増に止
まった。
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担当課

担当課

３ 市民 役割分担（市民１人      ） 【市民満足度調査　平成２９年５月実施】

①1

件数 比率

65 11.1% 11.2%

133 22.7% 23.0%

143 24.4% 24.7%

102 17.4% 17.6%

135 23.0% 23.4%

9 1.5%

587 100.0%

578 100.0%

４ 行政 ４年間 主 取組

取組№ 担当課

①1 市民課

①2 広報広
聴課

②1 総務課

②1 生涯学
習課

② 指定管理者の
モニタリング実
施率（％）

指定管理者制度を導入した施設につい
て、運営状況のモニタリングを実施した施
設の割合。
平成26年度に100％を目指し、それ以降も
100％実施を維持することを目標とします。

目指す値 実績値

H28 H28

100 100

指標の把握方法（数値の出所）

総務課

指定管理者管理運営施設モニタ
リング結果

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：□有　□無＞

③ 電子申請等オ
ンラインサービ
スの利用率
（％）

「奈良電子自治体共同運営システム」（電
子申請のシステム）の対象事務・対象施設
におけるシステムの利用率。
電子申請できるメニューの拡大や、オンラ
インサービスの周知により、利用率の向上
を目指します。

目指す値 実績値

H28 H28

14.0 10.6

指標の把握方法（数値の出所）

情報政
策課 電子申請システムの利用状況調

べ

目標が未達成かつ前年度より悪化
している場合の理由

＜外的要因の有無：□有　■無＞
施設予約の多い文化施設（２施設）で、電子申請を利用した申込件数が減少したため

コンビニ交付や窓口専用端末機など利便性の高い行政サービスを利用し
ている。

回答 得点評価

十分取り組んでいる 11.2

取り組んでいる 17.3

少し取り組んでいる 12.4

あまり取り組んでいない 4.4

全く取り組んでいない 0.0

無回答

総数

有効回答数 45.3

行政の４年間の主な取組 具体的な事業 取組状況 進捗上の課題　（ある場合のみ）

住民基本台帳カード（※）を普及するととも
に、利便性の高いコンビニ交付について周
知し、普及に努めます。
（※）住民基本台帳カード：住民基本台帳カードの発
行は、社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の
導入に伴って、平成28年1月から個人番号カードの発
行を開始するまで。マイナンバー制度開始後は、個人
番号カード普及に努める。

コンビニ交付事業 コンビニ交付等での利用率：21％（コンビ
ニ交付及び多機能端末機を使った証明の
件数の割合）
市ホームページ、窓口前でのポスターや
幟などに加え、機会があるごとに広報紙等
を通じてコンビニ交付の利点を宣伝した。

指標を伸ばしていくためには、個人番号カー
ド（マイナンバーカード）の交付数の増加が不
可欠である。そのためには、今後見込まれる
住基カード所持者による個人番号カードへの
切替えだけでなく、新規の個人番号カード所
持者を増やす工夫が必要となる。

市ホームページの問い合わせメールやアン
ケート等で行政サービスについて意見を述
べる機会を設けます。

アンケートシステムの運用 市ホームページの問い合わせメールを運
用

運営を指定管理とした施設について、運営
状況の評価を実施し、質が高く安定的で効
率的な公共施設の運営に努めるとともに、
各公共施設の利用を促進します。

施設の公共的使命を基準と
した指定管理者モニタリング
の実施

指定管理者のサービス水準を確認・評価
する制度を継続的に運用し、市民満足度
の向上を図るため、全指定管理施設にお
いてモニタリングが実施され、その結果を
市ホームページで公表した。

運営を指定管理とした施設について、運営
状況の評価を実施し、質が高く安定的で効
率的な公共施設の運営に努めるとともに、
各公共施設の利用を促進します。

公共施設利用促進事業
【マニフェスト17】

生涯学習施設の指定管理者を通じて、健
康づくりや生きがい支援のための公共施
設の利用促進につながる事業を進めてい
る。
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②1 生涯学
習課

③1 情報政
策課

③2 情報政
策課

③2 市民課

５ 分野全体の進捗状況

６ 総合計画審議会 意見

運営を指定管理とした施設について、運営
状況の評価を実施し、質が高く安定的で効
率的な公共施設の運営に努めるとともに、
各公共施設の利用を促進します。

利用制限楽器の使用を認め
るなどコミュニティセンター文
化ホールの利用規制緩和
【マニフェスト　17】

従来、使用を制限していた楽器による音楽
事業に対して平成27年度に音量測定を行
い、その結果を踏まえて規制を緩和、その
後も経過観察しつつ音楽事業の施設利用
を拡充している。

インターネットを利用した各種申請・届出や
イベント申込など、利用者にとって利便性の
高いオンラインサービスの提供に努めま
す。

奈良電子自治体共同運営
システムの運用

奈良電子自治体共同運営システムを活用
し、インターネットによる各種申請・届出、
施設予約等の利用促進に努め、市民サー
ビスの向上を図った。
オンラインサービスの利用率：10.6%

情報通信技術を活用した業務の効率化と
市民サービスの向上を図ります。

情報システム・情報ネット
ワークの運用管理

情報機器の保守や更新を適切に行い、情
報システム・情報ネットワークの安全・安定
稼働を図る。
機器の更新：パソコン88台、サーバ4台を
実施済み
システム：社会保障・税番号制度の運用に
必要なシステムの改修及びセキュリティ対
策の強化

情報通信技術を活用した業務の効率化と
市民サービスの向上を図ります。

コンビニ交付事業 コンビニ交付の実施により執務時間外や
休日でも各種証明書の発行を行い、市民
の利便の向上を図った。
コンビニ交付システムを自庁設置方式から
クラウド方式に移行し、経費の縮減、サー
バ等の機器の管理運営に要する労力等を
削減した。

各項目の進捗度
分野の進捗度
（行政）

進　捗　度　の　理　由

市民実感度 55.5

B

指標的には不十分さが残るものの、指定管理者による事業の展開、市民課窓口業務の民
間委託など市民サービス向上のための取組の進展もあり、市民実感度の「そう思う」と「ど
ちらかというとそう思う」の得点評価の合計が前回よりも伸びていることから、進捗度をBと評
価した。

指標
一部目標値に達していな
い指標がある

市民の役割分担 45.3

行政の４年間の主な取組
概ね計画通り順調に進
捗している

［進捗度の基準］　Ａ：４年後のまちが十分に実現されている　Ｂ：４年後のまちが概ね実現されている　Ｃ：４年後のまちがある程度実現されている
　Ｄ：４年後のまちはあまり実現されていない　Ｅ：４年後のまちは全く実現されていない

行政で検証した進捗度
についての意見

前年度 Ｂ

行政で検証した進捗度
を変更する場合の理由

進捗度
（審議会）


